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１．はじめに
世界的なエネルギー転換の潮流の中で、地域政策とエネルギー政策との政策統合が注目されている。具体的には、再生可能エネルギーの導入が地域経済の好循環を生み出す契機となるための政策・制度のあり方、そしてコミュニティの役割の解明が、政策研究の課題である。こうした課題を踏まえ、本企画セッションにおける第1報告では、経済学と社会学の学際的研究チームが、継続的に現地調査を実施しているドイツ・バイエルン州の農村を事例として取り上げる。報告では、農村における再エネ導入が地域経済にもたらした影響、再エネの導入や活用における地域コミュニティの役割、そして国、州、群などの重層的なエネルギー・ガバナンスの構造などの論点を、現地調査を踏まえて検討する。
２．分析方法
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農村における再生可能エネルギー事業と地域経済・コミュニティとの関係について、政策的要素、コミュニティ的要素、経済・資金的要素の三つの要素から分析する（三要素分析：図1）。この三要素分析では、①「再生可能エネルギーの導入を促進・規制する公共政策のあり方」、②「事業者と地域コミュニティとの関係性およびコミュニティ自体の変容」、③「導入のための資金調達の方法と地域の経済的・産業的基盤」に注目する。これらの三要素が健全に機能すると、再生可能エネルギー事業が地域経済に寄与するとの発想のもと、今回の報告では、ドイツ・バイエルン州の農村を事例に、上記に対応する形で、①「ドイツの国・州・郡・村の各レベルでの再生可能エネルギー導入に関わる許認可および規制の仕組み」、②「再生可能エネルギーを積極的に導入している村における住民の意識とそれらの背景にある農村コミュニティ活動・組織の存在」、③「導入のための資金調達面での住民参加、および、導入が村にもたらした経済効果」を検討する。
３．分析結果
研究対象の村では、住民生活にとってクラブ活動が非常に重要な意味をもっており、例えば、多くの住民が利用する村のサッカー場に住民や地元企業が出資して太陽光パネルを設置し、その売電収益で観客席の屋根を設置するという取り組みに代表されるように、再生可能エネルギーがクラブ活動等の地域コミュニティの活動を充実させるために役立てられている。また、再生可能エネルギーによる地域熱暖房が家庭や事業所の多くでも利用されており、このことによって、新規住宅建設や改築された既存住宅へのIターン・Uターン者の転入、さらには、地元企業（特に製造業）の派生的な増加とそれに伴う地域での雇用増加の効果も出始めている。政策・制度の役割についても、いくつかの知見を得ることができた。まず、太陽光発電設備については、ドイツでは、村（基礎自治体）の土地利用計画をみて郡が許認可を出す仕組みがあり、自治体の権限が大きいため、各村が計画的・政策的に導入することが可能になっている。もう一つの再エネ事業であるバイオマス発電と熱供給については、通常は個別農家の事業でありそのコントロールが難しいが、この村では事業を有限合資会社・協同組合として行っている。そのため、村の政策的な計画と管理の下、燃料作物過剰作付による地域の農業や自然環境への悪影響を引き起こすことなく、再エネ事業を地域社会にとって有用なものに出来ている点が注目される。
４．結論

日本においては、地元市町村の意図しない形でメガソーラーや風力発電設備等が計画・設置され、景観面等での住民とのトラブルが頻発している。ドイツのように、国・州レベルでの風力発電設備設置へのコントロールに加え、基礎自治体が住民のコミュニティ面と経済面を意識しながら政策的に再生可能エネルギーの導入を行うことができれば、日本で起きているようなトラブルは軽減化され、再エネが農村のみならず地域経済の発展に資するものとなり得るだろう。すなわち、農村経済の発展戦略として、主体的に再エネを活用できるようになることが肝要である。なお、本報告はドイツの事例が中心となるが、関連する日本の制度的な課題についても、可能な範囲で言及したい。
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